予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費 項：医務費 目：健康増進対策費
	　事業名　たばこ・慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）
対策事業費


       （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　保健医療課生活習慣病対策係　電話番号：058-272-1111（内2550 ）
　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,119千円（前年度予算額： 1,119千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,119
	559
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	560

	要求額
	1,119
	559
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	　560

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・喫煙は、がんや、ＣＯＰＤ(慢性閉塞性肺疾患)の原因となることは科学的根拠をもって示されている。
　・ＣＯＰＤは禁煙による予防と早期発見・早期治療による重症化を防ぐことが重要であるが、現状ではＣＯＰＤの認知度は低く、大多数の患者が未診断・未治療の状況に置かれている。そこで、ＣＯＰＤ対策と喫煙対策を一体化して実施することが効果的であると考えられる。

　・岐阜県では、たばこ対策については保健所が中心に啓発や指導者育成をおこない、ＣＯＰＤ対策については、岐阜県医師会に設置した岐阜県ＣＯＰＤ対策協議会が中心となって、県内医療関係者への普及啓発や患者を早期に発見し、かかりつけ医から専門医へつなげるような体制の整備に取り組んできた。

・今後は、岐阜県ＣＯＰＤ対策協議会・本部会による事業の進捗管理を継続するとともに、たばこ対策を充実させ、県民に対し更なる啓発を図る。
（２）事業内容

○禁煙指導者育成【保健所実施】

　・子ども達や禁煙を望む人へ健康教育や禁煙指導ができる人材を育成するための研修会を開催するほか、小学生を対象として、防煙出前講座を実施する。　　
○慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策事業
・岐阜県ＣＯＰＤ対策協議会・本部会、５圏域において、ＷＧ会議１回と市民公開講座を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　第６期岐阜県保健医療計画及び第２次ヘルスプランぎふ２１において県民の健康づくりを推進するためＣＯＰＤ対策の推進を行うこととしている。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	報償費
	150
	研修会報償費

	旅費
	109
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	　　　　76
	消耗品

	役務費
	70
	通信運搬費

	委託料
	　　　　 714
	ＣＯＰＤ対策事業

	合計
	　1,119
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
第６期岐阜県保健医療計画
第２次ヘルスプランぎふ２１
（２）国・他県の状況
　　　国の「健康日本２１」では、策定当時からたばこ対策に取り組んできたが、第２次計画（平成２５年度～３４年度）において主要な生活習慣病に新たにＣＯＰＤが加えられ、ＣＯＰＤ対策の推進にも取り組むことが示された。

　　　岐阜県ではＣＯＰＤ対策については、全国に先駆けて平成２３年度から取り組んでいる。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＣＯＰＤの認知度を平成２９年度までに５０．０％に向上します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ＣＯＰＤの認知度の向上
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	33.3％

（H24）
	50.0％

（H29）
	66.6
％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　医療関係者を中心にしたＣＯＰＤ対策協議会・本部会を開催し、ＣＯＰＤ対策事業の現状と課題を整理し、その改善に向けた方策を検討した。
　また、県内５圏域において認知度向上に向け市民公開講座を開催した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　県内５圏域での市民公開講座の開催により、県民のＣＯＰＤの認知度を高め、疾患の予防ならびに早期発見、早期治療へとつながっている。
　ＣＯＰＤ対策協議会・本部会において、ＣＯＰＤ対策事業の現状と課題を整理し、今後の更なる認知度向上に向けた取組みについて検討を行っている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	死亡原因として急速に増加すると予測されるＣＯＰＤへの対策は県民の健康寿命の延伸を図る上で重要な課題であり、推進する必要がある。ＣＯＰＤは禁煙による予防と治療が可能な疾患であり、早期発見・早期治療が重要であるため、認知度の向上を図る必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	市民公開講座の実施を、県内の各圏域毎での開催にすることにより、より幅広い地域の県民の認知度向上につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	委託先の岐阜県医師会は、過去にも岐阜県ＣＯＰＤ対策協議会・

本部会、地区委員会等を組織し、県内のＣＯＰＤに係る医療提供

の現状と課題の整理、病診連携体制の検討、医療提供体制整備に
取り組んできた実績があった。事業の企画・実施に必要な専門的
知識及び体制を有しており、効率的に事業を実施できている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ＣＯＰＤは禁煙による予防と治療が可能な疾患であり、早期発見・早期治療が重要であるため、認知度の向上を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き岐阜県ＣＯＰＤ対策協議会・本部会を開催し、事業の進捗管理を行うとともに、圏域ごとの市民公開講座を実施し、県民のＣＯＰＤの認知度の向上を図り、ＣＯＰＤの早期発見による生命予後の改善、健康寿命の延伸を目指す。


